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第 １章 事業の概要 

 

1.1 事業名 

令和７年度食品産業リサイクル状況等調査委託事業（事業者データベース整備

及び補完調査等） 

 

1.2 事業目的 

食品産業環境対策における調査点検業務は、食品循環資源の再生利用等の促

進に関する法律（平成12年法律第116号。以下「食品リサイクル法」という。）に係

る食品循環資源の再生利用等の取組が著しく不十分と認められる事業者及び容

器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（平成7年法律第112 

号。以下「容器包装リサイクル法」という。）に基づく再商品化義務の不履行の疑い

が高く、かつ、再商品化義務量の多い事業者に対して優先的に実施することとして

いる。 

調査点検業務の効率的かつ効果的な実施を図るためには、その基礎となる食

品関連事業者のデータベース（以下「事業者データベース」という。）の整備・

充実が重要である。 

本事業では、地方農政局等が令和8年度以降に調査点検業務を円滑に実施するこ

とができるようにするため、最新の食品関連事業者の企業データの入手、リサ

イクル状況等を確認できていない食品関連事業者に対するアンケート調査依

頼（以下「補完調査」という。）の実施等により、事業者データベースの整

備・充実を図り、また、これらの過程において得られた食品関連事業者の詳細情

報の整理及び取りまとめを行うこととする。 

 

1.3 事業内容 

本事業においては、次の（１）及び（２）に掲げる内容を実施した。 

 
（１）事業者データベースの整備 

ア 農林水産省大臣官房新事業・食品産業部外食・食文化課食品ロス・リサイ

クル対策室が令和６年度に整備した事業者データベース（205,482事業者、エク

セル（最大 60MB×10 ファイル））において、食品関連事業者に関する市販の最

新の企業データ（株式会社帝国データバンク）を入手し、企業の新設情報

240件、更新情報532件、廃業情報38件の状況を事業者データベースに反映させ

た。なお、必要となる基本情報は、以下のとおりである。 
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①事業者名、②事業者名（読み仮名）、③設立年月、④郵便番号、⑤所在地、⑥代

表者氏名、⑦代表者役職、⑧電話番号、⑨従業員数（労働基準法（昭和 22 年法律 

第 49 号）第 21 条に該当する者を除く）、⑩資本金額（百万円）、⑪当期決算年

月、⑫売上高（百万円）、⑬主業種名、⑭従業種名、⑮その他 
 

イ 別途、農林水産省大臣官房新事業・食品産業部外食・食文化課食品ロス・

リサイクル対策室担当職員（以下「担当職員」という。）からエクセルファイ

ルで提供する再商品化義務履行状況の情報を事業者データベースに反映さ

せた。（26,753 事業者） 

 
（２）リサイクル状況等未確認事業者に対する補完調査の実施及び調査結果の

事業者データベースへの反映 

ア （１）の反映を行った事業者データベースから、次の（ａ）又は（ｂ）に

当たる事業者を抽出し、それぞれ補完調査対象事業者名簿(以下「事業者

名簿」という)を作成した。なお、事業者の抽出の際は、担当職員と協議

して決定した。 

（ａ）食品リサイクル法関係については、食品リサイクル状況等が確認で

きていない事業者（令和６年度に食品リサイクル法第９条第１項に基づ

く定期の報告を行った者を除く。4,000事業者） 

（ｂ）容器包装リサイクル法関係については、再商品化義務の履行状況が

確認できていない事業者のうち、 

製造業：従業員数21人以上及び年間売上高2億 4,001万円以上 

商業・サービス業：従業員数6人以上及び年間売上高7,001万円以上の事

業者（4,000 事業者） 

 
イ 担当職員と内容を協議の上、アにおいて作成した事業者名簿に記載された

事業者（以下「補完調査対象者」という。）に対する依頼状及びWEBアンケ

ートサイトを構築し、農林水産省 大臣官房 新事業・食品産業部外食・食文化

課 食品ロス・リサイクル対策室の名においてリサイクル状況等を確認する

ためのWEB調査等を実施した。なお、調査項目は以下のとおり。 

 

【食品リサイクル法関係】 

①業種、②食品廃棄物等の発生量、③食品廃棄物等の発生抑制、再生利用の取

組の有無、④その他担当職員と協議の上決定する食品リサイクル法関連情報 

【容器包装リサイクル法関係】 

①業種、②令和元年度から令和７年度までに使用した容器包装の種類、③令和元年

度から令和７年度までの年度別売上高、④令和元年度から令和７年度までの年度別

従業員数、⑤その他担当職員と協議の上決定する容器包装リサイクル法関連情報 
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ウ 依頼状を発送した補完調査対象者の名称及び所在地、WEB調査への回答状況

を管理する整理票を作成した。当該整理票は、担当職員からの求めに対し、

いつでも報告できるように整理した。 

 
エ 回答内容に記載不備があった場合には、電話による確認を行い、WEBアンケ

ートサイトに代行入力した。 

 
オ WEB調査が未回答の補完調査対象者の担当者又は責任者に対して、電話等に

より回答の督促を行い、WEBアンケートサイトでの回答率が30％以上となる

ように努めた。督促の際、電話により回答が得られる補完調査対象者につ

いては、回答の内容を聴き取り、その内容をWEBアンケートサイトに代行入力

した。 

 
カ エ及びオの業務に従事する者は、事前に食品リサイクル法及び容器包装リ

サイクル法、本補完調査の内容等に関する理解を深めるための研修を行っ

た。 

キ 本補完調査で得られた情報を（１）の事業者データベースに反映した。

ク 容器包装リサイクル法に関する補完調査実施後の次年度以降調査対象事 

業者数の事業者リストを別途エクセルファイルにて整理した。 
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第 ２章 事業者データベースの整備 

 

2.1 事業者データベースの概要 

農林水産省では、食品リサイクル法並びに容器包装リサイクル法の調査点検業

務の効率化かつ効果的な実施を図るために、食品関連事業者の事業者データベー

スを作成している。本年度の事業開始前の事業者データベースの概要を表 2-1 に

示す。 

 
表 2-1 事業者データベース（令和７年９月時点） 

農政局等 事業者数 

北海道 14,212 

東北 16,986 

関東(東京) 26,541 

関東(東京以外) 42,017 

北陸 12,912 

東海 14,919 

近畿 25,698 

中四国 24,817 

九州 24,755 

沖縄 2,733 

合計 205,590 

 

2.2 新規・廃業事業者情報の更新 

令和６年度に整備した事業者データベースの事業者情報を更新するため、事業者

の新規情報、廃業情報を取集し、事業者データベースに反映させた。 

 

2.2.1 新規情報 

令和６年度事業者データベースに登録されてない事業者の企業データを、株式会

社帝国データバンクから購入し、事業者データベースに新規情報として反映さ

せた。反映した新規事業者数を地域別に表2-2 に示す。 

 

2.2.2 廃業情報 

令和６年度事業者データベースに登録されている事業者の廃業情報を、公的公開

データなどから調査し、事業者データベースの項目「新規・合併・廃業フラグ」

を更新した。反映した廃業事業者数を地域別に表 2-2 に示す。 
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2.3 基本情報に過不足がある事業者情報の更新 

令和６年度に整備した事業者データベースのうち、1.3(1)アに記載の必要な

基本情報に過不足のある事業者情報を更新するため、事業者情報を収集し事業

者データベースに反映した。収集方法は、①株式会社帝国データバンクからの

新規事業者情報と更新事業者情報の購入、および②公的公開データ等からの廃

業事業者情報の収集、である。反映した事業者数を地域別に表2-2 に示す。また、

EXCELデータにおける着色セルや、取り消し線、メモ機能等がある場合は、溶け

込み状態に反映した。 

 
表 2-2 反映した新規・廃業・更新事業者数（令和７年11月時点） 

農政局等 新規 更新 廃業 合計 

北海道 5 0 0 5 

東北 10 6 1 17 

関東(東京) 23 22 0 45 

関東(東京以外) 30 74 3 107 

北陸 11 26 0 37 

東海 11 4 0 15 

近畿 17 32 0 49 

中四国 93 317 22 432 

九州 40 42 0 82 

沖縄 0 9 0 9 

合計 240 532 26 798 

 

2.4 再商品化義務履行状況の更新 

公益財団法人日本容器包装リサイクル協会の特定事業者データから再商品化

義務履行状況の情報を、事業者データベースの項目「申込素材」、「申込種別」、

「備考（指導内容等）」に反映させた。 

再商品化義務履行状況の情報の反映方法を表2-3に、また特定事業者データは 

26,753件であり、このうち「特定事業者番号」が一致した事業者は13,557 件で、

情報を反映させた。特定事業者データを地域別に表 2-4 に示す。 

 
表 2-3 再商品化義務履行状況の情報の反映方法 

特定事業者番号と特定事業者コードが一致した場合 

特定事業者データ項目  事業者データベース項目 

申込素材 → 申込素材 

申込種別 → 申込種別 

備考 → 備考（指導内容等） 
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表 2-4 特定事業者データ（令和 ７ 年８月時点） 

農政局等 
特定事業者データ

数 

特定事業者番号等で照合し

データ反映 

北海道 1,282 786 

東北 2,036 1,374 

関東(東京) 5,537 1,534 

関東(東京以外) 4,228 2,419 

北陸 1,771 1,161 

東海 4,257 1,328 

近畿 2,251 1,639 

中四国 2,610 1,622 

九州 2,531 1,560 

沖縄 250 134 

合計 26,753 13,557 
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第 ３章 補完調査 

 

3.1 食品リサイクル法に関する補完調査 

食品リサイクル状況等が確認できていない食品関連事業者を対象に、食品廃

棄物等の発生状況並びに食品リサイクルの取組を把握するためのWEBアンケート

を実施した。 

 

3.1.1 補完調査対象事業者の選定 

食品リサイクル法補完調査対象事業者（4,000 事業者）の抽出方法として、以

下の方法で実施した。 

 
i) 合併、廃業の事業者を除く 

事業者データベースの項目「新規・合併・廃業フラグ」が‘合併’、‘廃業’

である事業者を除く。 

 
ii) 次の①から③に該当する事業者を除く 

①事業者データベースの項目「定期報告の有無」において、平成21年度～ 

令和７年度に定期報告の提出がある（●が入力された）事業者 

なお、直近年度の提出状況が入力されていない地方農政局等については、

該当年度の定期報告受付状況一覧表等により確認する 

②事業者データベースの項目「調査点検指導状況」において、平成18年以 

前～令和７年に何らかの調査を行った記録のある事業者 

③事業者データベースの項目「食リ補完調査実施年度」に、‘H25’～‘R6’

が入力されている事業者 

 
iii) 主業種が食品関連事業者に該当する事業者を抽出 

事業者データベースの項目「4 業種分別（主業種）」が、‘食品製造業’、 

‘食品卸売業’、‘食品小売業’、‘外食産業’である事業者を抽出する。ただ

し、近畿農政局においては、上記 4 業種以外の業種が入力されている事業者

が多数存在することから、次の業種についても抽出対象に含めるものとす

る。 

・食料品製造業、清涼飲料・茶・コーヒー製造業及び酒類製造業は、食品

製造業に含める 

・食料品卸売・小売業、酒類卸売・小売業は、‘業種名称＿1’～‘業種名

称＿3’の内容に応じて、食品卸売業又は食品小売業に含める 
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iv) 令和７年度に定期報告書を受け付けた事業者は調査対象から除く 

令和７年度に、各地方農政局等において食品リサイクル法に基づく定期報告

書を受け付けた事業者が抽出されている場合は、調査対象から除く。 

（別途受領の定期報告受付状況一覧表による。） 

 
v) 調査対象事業者を選定する 

ⅳ)までで抽出された中から、調査対象事業者を選定する。 

・食品製造業は、全ての事業者を調査対象とする。 

・食品卸売業、食品小売業、外食産業については、各業種における売上高

の上位から順に調査対象とする。 

なお、業種ごとの調査対象件数は、３業種合計の抽出数に占める各業種の割

合に応じて按分することとする。 

 
上記方法にて、抽出された補完調査対象事業者数（4,000 事業者）を業種別に

表 3-1 に示す。 

 
表 3-1 補完調査対象事業者数 

農政局等 
補完調査対象事業者 

食品製造業 食品卸売業 食品小売業 外食産業 合計 

北海道 37 4 3 12 56 

東北 285 56 117 87 545 

関東(東京) 14 15 10 22 61 

関東(東京以外) 501 91 96 96 784 

北陸 249 13 25 39 326 

東海 162 35 33 60 290 

近畿 404 47 83 111 645 

中四国 448 52 50 86 636 

九州 472 54 66 64 656 

沖縄 1 0 0 0 1 

合計 2,573 367 483 577 4,000 
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3.1.2 アンケート調査用紙の作成 

補完調査を行うために、ハガキによる依頼状の作成とWEBアンケート専用サイ

トを構築し、発送数分の印刷を行った。作成した用紙を次ページ以降に示す。 

ⅰ）依頼状 

ⅱ）WEBアンケート回答URL及びQRコード 

ⅲ）別紙 

 
作成した依頼状に、WEBアンケートへの回答依頼と専用サイトへのアクセス先

を記載し、3.1.1 章で抽出した補完調査対象事業者へ発送した。 

発送日：令和８年１月26日 

 
また、農林水産省ホームページに図 3-1 に示すとおり、アンケート実施中の

周知文を掲載した。 

 
図 3-1 農林水産省ホームページ 

https://www.maff.go.jp/j/shokusan/recycle/syoku_loss/161227_7.html 
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ⅰ）依頼状 

・はがき表面 
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・はがき裏面 
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ⅱ）WEBアンケートのログイン画面と回答画面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 別紙について 

 以下を参照ください。 

 LINK 

 食品リサイクルの取組状況等について伺います。 

【1】 御社は、どのような事業を営んでいらっしゃいますか。：複数：必須：1～75 個 

 
別紙１～３ページ「食品リサイクル法における業種区分一覧」をご確認の上、業種区分の“番号を選択ください（複数

可）。 

 1:部分肉・冷凍肉製造業 

 2:肉加工品製造業 

 3:牛乳・乳製品製造業 

 4:その他の畜産食料品製造業 

 5:水産缶詰・瓶詰製造業 

 6:海藻加工業 

 7:塩干・塩蔵品製造業 

 8:水産練製品製造業 
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 9:冷凍水産物製造業 

 10:冷凍水産食品製造業 

 11:その他の水産食料品製造業 

 12:野菜缶詰・果実缶詰・農産保存食料品製造業（野菜漬物を除く。） 

 13:野菜漬物製造業 

 14:しょうゆ製造業 

 15:味そ製造業 

 16:ソース製造業 

 17:食酢製造業 

 18:その他の調味料製造業 

 19:甘しゃ糖製造業 

 20:てん菜糖製造業 

 21:砂糖精製業 

 22:ぶどう糖・水あめ・異性化糖製造業 

 23:精米・精麦業 

 24:小麦粉製造業 

 25:その他の精穀・製粉業 

 26:パン製造業 

 27:菓子製造業 

 28:動植物油脂製造業（食用油脂加工業を除く。） 

 29:食用油脂加工業 

 30:でん粉製造業 

 31:麺類製造業 

 32:豆腐・油揚製造業 

 33:あん類製造業 

 34:冷凍調理食品製造業 

 35:そう菜製造業 

 36:すし・弁当・調理パン製造業 

 37:レトルト食品製造業 

 38:他に分類されない食料品製造業 

 39:清涼飲料製造業（茶、コーヒー、果汁など残さが出るものに限る。） 

 40:清涼飲料製造業（その他） 

 41:果実酒製造業 

 42:ビール類製造業 

 43:清酒製造業 

 44:単式蒸留焼酎製造業 

 45:蒸留酒・混成酒製造業（単式蒸留焼酎製造業を除く。） 

 46:製茶業 

 47:コーヒー製造業 

 48:米麦卸売業・雑穀卸売業 

 49:野菜卸売業・果実卸売業 

 50:生鮮魚介卸売業 

 51:食肉卸売業 
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 52:その他の農畜産物・水産物卸売業 

 53:食料・飲料卸売業（飲料を中心とするものに限る。） 

 54:食料・飲料卸売業（飲料を中心とするものを除く。） 

 55:各種食料品小売業 

 56:野菜・果実小売業 

 63:その他の飲食料品小売業（コンビニエンスストアを除く。） 

 57:食肉小売業（卵・鳥肉を除く。） 

 58:卵・鳥肉小売業 

 59:鮮魚小売業 

 60:酒小売業 

 61:菓子・パン小売業 

 62:コンビニエンスストア 

 64:食堂・レストラン（麺類を中心とするものを除き、すし店を含む。） 

 65:食堂・レストラン（麺類を中心とするものに限り、そば・うどん店を含む。） 

 66:居酒屋等 

 67:喫茶店 

 68:ファーストフード店 

 69:その他の飲食店（ファーストフード店を除く。） 

 70:持ち帰り・配達飲食サービス業（給食事業を除く。） 

 71:給食事業 

 72:沿海旅客海運業 

 73:内陸水運業 

 74:結婚式場業 

 75:旅館業 

【2】 御社では、食品廃棄物等（別紙４ページ「食品廃棄物等とは」参照）が年間どの程度発生していますか。 

 数量(トン／年)をご記入ください。：択一：必須 

 ※ 推計値も可。なお、数量は法人単位（支店等を含めた会社全体）の合計としてください。 

 ～5 

 ～10 

 ～20 

 ～50 

 ～100 

 ～300 

 ～500 

 ～700 

 ～900 

 ～1000 

 1001～ 

 不明 

【3】 食品廃棄物等のリサイクルについて：択一：任意 

 御社では、食品廃棄物等のリサイクル（飼料、肥料、メタン等への再生利用をいう。 

 廃棄物処理業者に処理委託する場合、リサイクル原料として販売する場合を含む。）に取り組まれていますか。 

 食品廃棄物等のリサイクルに取り組んでいる 
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 食品廃棄物等のリサイクルに取り組んでいない 

【4】 ⇒「食品廃棄物等のリサイクルに取り組んでいる」方にお聞きします。：複数：任意 9個 

 何にリサイクルしているか、該当する項目を選択してください。 

 肥料 

 飼料 

 きのこの菌床 

 炭化による燃料及び還元剤 

 油脂及び油脂製品、 

 エタノール 

 メタン 

 その他のもの  

 不明 

【5】 ⇒「食品廃棄物等のリサイクルに取り組んでいない」方にお聞きします。：複数：任意 1 個 

 取り組まない理由について、該当する項目を選択してください。 

 リサイクル意識が低い 

 周辺にリサイクル業者がいない、 

 リサイクル料金が高い 

 分別が困難 

 その他 

【6】 ⇒「食品廃棄物等のリサイクルに取り組んでいない」方にお聞きします。：自由：任意 3000 語 

 取り組まない理由について、その他を選択した場合その理由をお聞かせください 

【7】 ご担当者の所属部署１をご記入ください。：一行：必須：1～100 語 

 記入例） 

 総務部 

【8】 所属部署２：一行：任意 100 語 

 ご担当者の所属部署２をご記入ください。 

 記入例） 

 食品衛生課 

【9】 所属部署３：一行：任意 100 語 

 ご担当者の所属部署３をご記入ください。 

 記入例） 

 食品衛生係 

【10】 所属部署４：一行：任意 100 語 

 ご担当者の所属部署４をご記入ください。 

 記入例） 

 その他 

【11】 所属部署５：一行：任意 100 語 

 ご担当者の所属部署５をご記入ください。 

 記入例） 

 その他 

【12】 メールでのアンケートのお願いの可否：択一：必須 

 今後、メールでアンケートのお願いを送信してよろしいでしょうか。 

 よろしければ"はい"を選択してください。 
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 はい 

 いいえ 

【13】 メールアドレス：一行：任意：5～100 語 

 アンケートのお願いを受信するメールアドレスを入力して下さい。 
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ⅲ）別紙（その１） 
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ⅲ）別紙（その２） 
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ⅲ）別紙（その３） 
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ⅲ）別紙（その４） 
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3.1.3 電話による督促及びメール調査 

依頼状を発送後、WEBアンケートの回答が得られなかった補完調査対象事業

者に対し、電話による督促を行った。調査方法を以下に示す。 

なお、調査にあたっては、3.1.1 章で抽出した補完調査対象事業者をEXCEL

ファイルで一元管理した。WEBアンケートサイトにログインできない場合、担

当者のメールアドレスを聞き取り、回答シートをメールで送付した。 

 
＜電話調査スクリプト＞ 

“私、農林水産省からの委託を受けて、食品リサイクルに関する調査を行っ

ております、株式会社アビーの＜オペレータ名＞と申します。 

お送りいたしました依頼状につきまして、現在のところご回答の確認の取れ

ていない事業者様に確認のお電話をさせていただきました。 

依頼状はお手元に届いていますでしょうか？“ 

※担当者不在の場合、電話の受け手に依頼状の確認と回答を依頼する。 
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3.1.4 補完調査結果 

食品リサイクル法に関する補完調査の回答状況を表 3-2 に、業種別を表 3-3

に、農政局業種別を表 3-4、表 3-5 に示す。（回答内容に関する割合は、廃業等

対象外事業者を除いた実発送数 3,984 件に対する割合とする。） 

 
食品廃棄物等の発生状況が把握できた回答を有効回答とし、有効回答数は

1092件で回答率は27.41％であった。 

 
表 3-2 食品リサイクル法に関する補完調査の回答結果 

    回答状況             

農政局等 送付数 有効回答   廃棄量不

明 
回答拒否 

電話

不通 

廃業等

対象外 
回答率 

    WEB メール     

北海道 56  14 0 2 1 4  2 25.93% 

東北 545  138 0 13 2 0  1 25.37% 

関東(東京) 61  14 0 3 0 0  1 23.33% 

関東(東京以外) 784  265 1 52 2 5  2 34.02% 

北陸 326  101 0 5 1 0  2 31.17% 

東海 290  140 0 6 1 1  0 48.28% 

近畿 645  187 2 6 2 7  3 29.44% 

中四国 636  143 2 5 5 5  3 22.91% 

九州 656  84 1 11 4 4  2 13.00% 

沖縄 1  0 0 0 0 0  0 0.00% 

合計 4,000  1,086 6 103 18 26  16 27.41% 

 

 

表 3-3 業種別の食品リサイクル法に関する補完調査の回答結果 

    回答状況             

業種 送付数 有効回答   廃棄量

不明 

回答

拒否 

電話

不通 

廃業等

対象外 
回答率 

    WEB メール     

食品製造業 2,572 636 2 58 6 11 9 24.89% 

食品卸売業 367 101 2 13 0 0 0 28.07% 

食品小売業 483 145 1 12 6 5 3 30.42% 

外食産業 578 204 1 20 6 10 4 35.71% 

合計 4,000 1,086 6 103 18 26 16 27.41% 
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表 3-4 農政局業種別の食品リサイクル法に関する補完調査の回答結果（その１） 

      回答状況            

      有効回答         
廃業等

対象外 
  

農政局等 業種 送付数 WEB メール 
廃棄量

不明 

回答

拒否 

電話

不通 
  回答率 

北海道 食品製造業 37 6 0 2 0 1 1 16.67% 

  食品卸売業 4 4 0 0 0 0 0 100.00% 

  食品小売業 3 1 0 0 0 1 0 33.33% 

  外食産業 12 3 0 0 1 2 1 27.27% 

  計 56 14 0 2 1 4 2 25.93% 

東北 食品製造業 285 60 0 1 0 0 0 21.05% 

  食品卸売業 56 15 0 1 0 0 0 26.79% 

  食品小売業 117 35 0 7 1 0 1 30.17% 

  外食産業 87 28 0 4 1 0 0 32.18% 

  計 545 138 0 13 2 0 1 25.37% 

関東 食品製造業 14 0 0 0 0 0 1 0.00% 

(東京) 食品卸売業 15 12 0 1 0 0 0 80.00% 

  食品小売業 10 1 0 1 0 0 0 10.00% 

  外食産業 22 1 0 1 0 0 0 4.55% 

  計 61 14 0 3 0 0 1 23.33% 

関東 食品製造業 501 164 0 39 0 3 1 32.80% 

(東京以外) 食品卸売業 96 23 1 6 0 0 0 25.00% 

  食品小売業 91 34 0 2 1 1 0 37.36% 

  外食産業 96 44 0 5 1 1 1 46.32% 

  計 784 265 1 52 2 5 2 34.02% 

北陸 食品製造業 249 71 0 1 0 0 2 28.74% 

  食品卸売業 13 0 0 0 0 0 0 0.00% 

  食品小売業 25 12 0 1 0 0 0 48.00% 

  外食産業 39 18 0 3 1 0 0 46.15% 

  計 326 101 0 5 1 0 2 31.17% 

東海 食品製造業 162 69 0 3 0 0 0 42.59% 

  食品卸売業 33 12 0 0 0 0 0 36.36% 

  食品小売業 35 13 0 0 1 1 0 37.14% 

  外食産業 60 46 0 3 0 0 0 76.67% 

  計 290 140 0 6 1 1 0 48.28% 
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表 3-5 農政局業種別の食品リサイクル法に関する補完調査の回答結果（その２） 

      回答状況             

      有効回答         
廃業等対

象外 
  

農政局等 業種 送付数 WEB メール 
廃棄量

不明 

回答

拒否 

電話

不通 
  回答率 

近畿 食品製造業 404 118 2 3 0 2 2 29.85% 

  食品卸売業 47 15 0 1 0 0 0 31.91% 

  食品小売業 83 24 0 0 2 1 1 29.27% 

  外食産業 111 30 0 2 0 4 0 27.03% 

  計 645 187 2 6 2 7 3 29.44% 

中四国 食品製造業 448 88 1 2 4 3 2 19.96% 

  食品卸売業 52 11 0 3 0 0 0 21.15% 

  食品小売業 50 16 0 0 0 1 0 32.00% 

  外食産業 86 28 1 0 1 1 1 34.12% 

  計 636 143 2 5 5 5 3 22.91% 

九州 食品製造業 472 60 1 7 2 2 0 12.92% 

  食品卸売業 54 9 0 1 0 0 0 16.67% 

  食品小売業 66 9 0 1 1 0 1 13.85% 

  外食産業 64 6 0 2 1 2 1 9.52% 

  計 656 84 1 11 4 4 2 13.00% 

沖縄 食品製造業 1 0 0 0 0 0 0 0.00% 

  食品卸売業 0 0 0 0 0 0 0 - 

  食品小売業 0 0 0 0 0 0 0 - 

  外食産業 0 0 0 0 0 0 0 - 

  計 1 0 0 0 0 0 0 0.00% 

合計 4,000 1,086 6 103 18 26 16 27.41% 
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アンケート調査及び電話調査で食品廃棄物等の発生量について回答があった

事業者の食品廃棄物等の発生状況を表 3-6 に、業種別を表 3-7 に、農政局業

種別を表 3-8、表 3-9 に示す。 

食品廃棄物等を年間 100 トン以上発生していると回答した事業者は 38 件 

（実発送数に対して 0.95％）、100 トン未満は 683 件（実発送数に対して 

17.01％）、食品廃棄物が発生しないと回答した事業者は 268 件（実発送数に

対して 6.70％）、不明と回答した事業者は 103 件（実発送数に対して9.43％）

であった。また、リサイクルの取組を実施していると回答した事業者は 483 

件（実発送数に対して 12.01％）であった。 

 
表 3-6 食品廃棄物等の発生状況 

 

 

農政局等 

食品廃棄物等の発生状況 

 

100 ﾄﾝ
以上 

 

100 ﾄﾝ
未満 

 

食品廃棄物
発生なし 

 

リサイクルの
取組有り 

北海道 1 4 37 41 

東北 6 357 170 245 

関東(東京) 0 6 5 6 

関東(東京以外) 24 81 9 48 

北陸 0 40 6 13 

東海 1 32 1 22 

近畿 1 49 12 24 

中四国 3 63 13 45 

九州 2 51 15 39 

沖縄 0 0 0 0 

合計 38 683 268 483 

 
表 3-7 業種別の食品廃棄物等の発生状況 

 
 

業種 

食品廃棄物等の発生状況 

 

100 ﾄﾝ
以上 

 

100 ﾄﾝ
未満 

 

食品廃棄物
発生なし 

 

リサイクルの
取組有り 

食品製造業 29 355 224 394 

食品卸売業 5 87 20 42 

食品小売業 3 123 16 18 

外食産業 1 118 8 29 

合計 38 683 268 483 
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表 3-8 農政局業種別の食品廃棄物等の発生状況（その１） 

 

農政局等 

 

業種 

食品廃棄物等の発生状況 
 

100 ﾄﾝ
以上 

 

100 ﾄﾝ
未満 

 

食品廃棄物
発生なし 

 

リサイクル
の取組有り 

 

 
 

北海道 

食品製造業 1 4 28 32 

食品卸売業 0 0 3 3 

食品小売業 0 0 1 1 

外食産業 0 0 5 5 

計 1 4 37 41 

 

 
 

東北 

食品製造業 5 121 159 219 

食品卸売業 1 51 4 16 

食品小売業 0 102 6 6 

外食産業 0 83 1 4 

計 6 357 170 245 

 

 
関東 

(東京) 

食品製造業 0 0 0 0 

食品卸売業 0 6 5 5 

食品小売業 0 0 0 0 

外食産業 0 0 0 1 

計 0 6 5 6 

 

 
関東 

(東京以外) 

食品製造業 18 53 4 36 

食品卸売業 2 13 3 5 

食品小売業 3 7 2 2 

外食産業 1 8 0 5 

計 24 81 9 48 

 

 
 

北陸 

食品製造業 0 34 6 11 

食品卸売業 0 0 0 0 

食品小売業 0 1 0 0 

外食産業 0 5 0 2 

計 0 40 6 13 

 

 
 

東海 

食品製造業 1 24 1 15 

食品卸売業 0 3 0 1 

食品小売業 0 2 0 2 

外食産業 0 3 0 4 

計 1 32 1 22 
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表 3-9 農政局業種別の食品廃棄物等の発生状況（その２） 

 

農政局等 

 

業種 

食品廃棄物等の発生状況 

100 ﾄﾝ
以上 

100 ﾄﾝ
未満 

食品廃棄物
発生なし 

リサイクル
の取組有り 

 

 
 

近畿 

食品製造業 1 35 10 18 

食品卸売業 0 2 2 2 

食品小売業 0 4 0 2 

外食産業 0 8 0 2 

計 1 49 12 24 

 

 
 

中四国 

食品製造業 2 48 6 36 

食品卸売業 1 5 2 4 

食品小売業 0 3 3 1 

外食産業 0 7 2 4 

計 3 63 13 45 

 

 
 

九州 

食品製造業 2 36 10 27 

食品卸売業 0 7 1 6 

食品小売業 0 4 4 4 

外食産業 0 4 0 2 

計 2 51 15 39 

 

 
 

沖縄 

食品製造業 0 0 0 0 

食品卸売業 0 0 0 0 

食品小売業 0 0 0 0 

外食産業 0 0 0 0 

計 0 0 0 0 

合計 38 683 268 483 
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3.2 容器包装リサイクル法に関する補完調査 

再商品化義務の履行状況が確認できていない食品関連事業者を対象に、容器

包装リサイクル法に該当する容器包装の使用有無を把握するためのWEBアンケ

ートを実施した。 

 

3.2.1 補完調査対象事業者の選定 

容器包装リサイクル法補完調査対象事業者について、表 3-10 の方法で抽出作業を実

施し、選定した補完調査対象事業者（4,000 事業者）については、表 3-11 に示す。 

 
表 3-10 容器包装リサイクル法補完調査の対象事業者選定方法 

 選定方法 実際の作業方法等 

ⅰ) 合併、廃業した事業者を除く。 「新規・合併・廃業フラグ」

やメモ、備考欄等により、

合併と廃業の事業者を除外 

ⅱ) 過去に点検指導を実施したことのある事業者を除く。 「指導年月日」にデータが 

入っている事業者を除外 

ⅲ) 公益財団法人日本容器包装リサイクル協会と委託契約を 

締結していること、又は非申込の手続を行っていることが

一度でも確認できる事業者を除く。 

「申込種別」の各項目にデ 

ータが入っている事業者

を除外 

ⅳ) 平成 30 年度から令和 6 年度までに、調査対象から除外し

た事業者を除く。 

調査対象除外者リストに

掲載されている事業者を 

除外 

ⅴ) 平成 30 年度から令和 6 年度までに、補完調査又は重点調 

査の対象となった事業者を除く。 

平成 30～令和 6 年度の調 

査対象事業者を除外 

ⅵ) 業種分類リストに基づき、農林水産省所管の事業を営む事

業者を「製造業」と「商業・サービス業」の 2 種類に区分 

する。 

「業種名称＿１（主）」か

ら、「製造業」と「商業・ 

サービス業」に分類 

ⅶ) 再商品化義務の適用除外となる「小規模事業者」に該当す

る事業者を除く。 

＜小規模事業者の基準＞ 

○ 製造業：従業員 20 人以下かつ売上高 240 百万円以下 

○ 商業・サービス業：従業員 5 人以下かつ売上高 70 百万円

以下 

「従業員数」と「売上高」

から、製造業、商業・サー

ビス業別に、左記の＜小規

模事業者の基準＞に当て

はまる事業者を除外 

ⅷ) 下記の算出式により、事業者ごとの想定委託額を算出し、

その額の上位から 4,000 件以上を抽出して「R7 調査対象候補

リスト」を作成する。 

＜算出式＞○製造業：売上高×0.4 

左記の＜算出式＞に基づ

き、想定委託額を算出。

全国の事業者を一括して 

想定委託額の降順に並べ 
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 ○ 商業・サービス業：売上高×0.15 

※算出式に使用する係数（0.4 及び 0.15）は、日本容器包

装リサイクル協会の公表データ（H22）を基に算出したも

の。 

替え、上位から 4,500 件程

度を抽出 

ⅸ) ⅷ)で作成したリストを農政局等へ送付し、調査対象から

除外する必要のある事業者を確認する。 

 

ⅹ) ⅸ)までで確認の終了したリストにおいて、想定委託額が

高い順に 4,000 事業者を補完調査対象として、調査対象者リ

ストを完成する。 

確認の終了したリストか

ら、上位 4,000 事業者を補 

完調査対象として抽出 
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表 3-11 容器包装リサイクル法補完調査の対象事業者数 

農政局等 業種 候補抽出 除外 調査対象 

 
北海道 

製造業 103 5 98 

商業・ｻｰﾋﾞｽ業 100 5 95 

計 203 10 193 

 
東北 

製造業 208 14 194 

商業・ｻｰﾋﾞｽ業 148 3 145 

計 356 17 339 

 
関東(東京) 

製造業 175 11 164 

商業・ｻｰﾋﾞｽ業 240 15 225 

計 415 26 389 

 
関東(東京以外) 

製造業 548 25 523 

商業・ｻｰﾋﾞｽ業 461 20 441 

計 1,009 45 964 

 
北陸 

製造業 101 10 91 

商業・ｻｰﾋﾞｽ業 92 38 54 

計 193 48 145 

 
東海 

製造業 178 7 171 

商業・ｻｰﾋﾞｽ業 213 8 205 

計 391 15 376 

 
近畿 

製造業 336 1 335 

商業・ｻｰﾋﾞｽ業 549 3 546 

計 885 4 881 

 
中四国 

製造業 217 122 95 

商業・ｻｰﾋﾞｽ業 214 101 113 

計 431 223 208 

 
九州 

製造業 239 39 200 

商業・ｻｰﾋﾞｽ業 303 66 237 

計 542 105 437 

 
沖縄 

製造業 29 2 27 

商業・ｻｰﾋﾞｽ業 46 5 41 

計 75 7 68 

合計 4,500 500 4,000 
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3.2.2 アンケート調査用紙の作成 
 

補完調査を行うために、ハガキによる依頼状の作成とWEBアンケート専用サイ

トを構築し、発送数分の印刷を行った。作成した用紙を次ページ以降に示す。 

ⅰ）依頼状 

ⅱ）WEBアンケート回答URL及びQRコード 

ⅲ）別紙 

 
作成した依頼状に、WEBアンケートへの回答依頼と専用サイトへのアクセス先

を記載し、3.2.1 章で抽出した補完調査対象事業者へ発送した。 

発送日：令和８年１月26日 

また、農林水産省ホームページに図 3-1 に示すとおり、アンケート実施中の

周知文を掲載した。 

 
図 3-1 農林水産省ホームページ 

https://www.maff.go.jp/j/shokusan/recycle/youki/index.html#youri 
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ⅰ）依頼状 

・はがき表面 
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・はがき裏面 

 

 

 

 

 

 
 



35  

ⅱ）WEBアンケートのログイン画面と回答画面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  別紙について 

  以下を参照ください。 

  LINK  

    

  令和元年度において 

【1】 令和元年度の会社全体の売上高（百万円）：択一：任意 

  業種を限定せず、貴社全体の売上高を選択してください。 

  0 

  ～10 

  ～50 

  ～70 

  ～100 

  ～240 
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  ～500 

  ～700 

  ～900 

  ～1000 

  1001～ 

【2】 令和元年度の会社全体で常時使用した従業員数（人）：択一：任意 

  
・業種を限定せず、常時使用する従業員数を選択してください。従業員数の詳細が分からない場合は、概ねの人数で

構いません。 

  ・「常時使用する従業員」の考え方は、別紙参考資料の「従業員について」をご参照ください。 

  0 

  ～5 

  ～10 

  ～20 

  ～50 

  ～100 

  ～200 

  ～300 

  ～500 

  ～1000 

  1001～ 

【3】 令和元年度に、容器包装を使用して一般消費者向けに商品を販売しましたか？（通販等含む。）：択一：必須 

  ※すべて業務用に販売している場合は「なし」となります。 

  ※一部でも一般消費者に販売している場合は「あり」となります。 

  あり 

  なし 

  不明 

【4】 令和元年度に商品を販売した業種（前の回答がありの場合にお答えください）：複数：任意 9 個 

  
容器包装を使用して商品を販売した業種を別紙参考資料の表から選択して番号を選択してください。業種が複数ある

場合は、該当する番号をすべて選択してください。 

  1：食品製造業 

  2：清涼飲料製造業 

  3：茶・コーヒー製造業 

  4：肥料飼料製造業 

  5：農薬・動物用医薬製造業 

  6：卸売業 

  7：小売業 

  8：飲食店 

  9：その他の事業 

【5】 令和元年度に使用した容器包装の種類（前の回答がありの場合にお答えください）：複数：任意 1 個 
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・販売した商品に使用した「容器」や「包装」の種類を選択してください。使用した容器包装が複数ある場合は、該

当するものをすべて選択してください。 

  ・素材別の容器包装の例は、別紙参考資料の図をご参照ください。 

  ガラス製の容器 

  紙製容器包装 

  PET ボトル 

  プラスチック製容器包装 

【6】 令和元年度の受託の有無（前の回答がありの場合にお答えください）：択一：任意 

  販売した商品がすべて他社から受託したものである場合はありを選択してください。 

  あり 

  なし 

【7】 備考：自由：任意 3000 語 

  回答に際して補足事項等がありましたら本欄に記入してください。 

    

  令和 2 年度において 

【8】 令和 2 年度の会社全体の売上高（百万円）：択一：任意 

  業種を限定せず、貴社全体の売上高を選択してください。 

  0 

  ～10 

  ～50 

  ～70 

  ～100 

  ～240 

  ～500 

  ～700 

  ～900 

  ～1000 

  1001～ 

【9】 令和 2 年度の会社全体で常時使用した従業員数（人）：択一：任意 

  
・業種を限定せず、常時使用する従業員数を選択してください。従業員数の詳細が分からない場合は、概ねの人数で

構いません。 

  ・「常時使用する従業員」の考え方は、別紙参考資料の「従業員について」をご参照ください。 

  0 

  ～5 

  ～10 

  ～20 

  ～50 

  ～100 

  ～200 

  ～300 
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  ～500 

  ～1000 

  1001～ 

【10】 令和 2 年度に、容器包装を使用して一般消費者向けに商品を販売しましたか？（通販等含む。）：択一：必須 

  ※すべて業務用に販売している場合は「なし」となります。 

  ※一部でも一般消費者に販売している場合は「あり」となります。 

  あり 

  なし 

  不明 

【11】 令和 2 年度に商品を販売した業種（前の回答がありの場合にお答えください）：複数：任意 9 個 

  
容器包装を使用して商品を販売した業種を別紙参考資料の表から選択して番号を選択してください。業種が複数ある

場合は、該当する番号をすべて選択してください。 

  1：食品製造業 

  2：清涼飲料製造業 

  3：茶・コーヒー製造業 

  4：肥料飼料製造業 

  5：農薬・動物用医薬製造業 

  6：卸売業 

  7：小売業 

  8：飲食店 

  9：その他の事業 

【12】 令和 2 年度に使用した容器包装の種類（前の回答がありの場合にお答えください）：複数：任意 1 個 

  
・販売した商品に使用した「容器」や「包装」の種類を選択してください。使用した容器包装が複数ある場合は、該

当するものをすべて選択してください。 

  ・素材別の容器包装の例は、別紙参考資料の図をご参照ください。 

  ガラス製の容器 

  紙製容器包装 

  PET ボトル 

  プラスチック製容器包装 

【13】 令和 2 年度の受託の有無（前の回答がありの場合にお答えください）：択一：任意 

  販売した商品がすべて他社から受託したものである場合はありを選択してください。 

  あり 

  なし 

【14】 備考：自由：任意 3000 語 

  回答に際して補足事項等がありましたら本欄に記入してください。 

    

  令和 3 年度において 

【15】 令和 3 年度の会社全体の売上高（百万円）：択一：任意 

  業種を限定せず、貴社全体の売上高を選択してください。 

  0 
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  ～10 

  ～50 

  ～70 

  ～100 

  ～240 

  ～500 

  ～700 

  ～900 

  ～1000 

  1001～ 

【16】 令和 3 年度の会社全体で常時使用した従業員数（人）：択一：任意 

  
・業種を限定せず、常時使用する従業員数を選択してください。従業員数の詳細が分からない場合は、概ねの人数で

構いません。 

  ・「常時使用する従業員」の考え方は、別紙参考資料の「従業員について」をご参照ください。 

  0 

  ～5 

  ～10 

  ～20 

  ～50 

  ～100 

  ～200 

  ～300 

  ～500 

  ～1000 

  1001～ 

【17】 令和 3 年度に、容器包装を使用して一般消費者向けに商品を販売しましたか？（通販等含む。）：択一：必須 

  ※すべて業務用に販売している場合は「なし」となります。 

  ※一部でも一般消費者に販売している場合は「あり」となります。 

  あり 

  なし 

  不明 

【18】 令和 3 年度に商品を販売した業種（前の回答がありの場合にお答えください）：複数：任意 9 個 

  
容器包装を使用して商品を販売した業種を別紙参考資料の表から選択して番号を選択してください。業種が複数ある

場合は、該当する番号をすべて選択してください。 

  1：食品製造業 

  2：清涼飲料製造業 

  3：茶・コーヒー製造業 

  4：肥料飼料製造業 

  5：農薬・動物用医薬製造業 

  6：卸売業 
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  7：小売業 

  8：飲食店 

  9：その他の事業 

【19】 令和 3 年度に使用した容器包装の種類（前の回答がありの場合にお答えください）：複数：任意 1 個 

  
・販売した商品に使用した「容器」や「包装」の種類を選択してください。使用した容器包装が複数ある場合は、該

当するものをすべて選択してください。 

  ・素材別の容器包装の例は、別紙参考資料の図をご参照ください。 

  ガラス製の容器 

  紙製容器包装 

  PET ボトル 

  プラスチック製容器包装 

【20】 令和 3 年度の受託の有無（前の回答がありの場合にお答えください）：択一：任意 

  販売した商品がすべて他社から受託したものである場合はありを選択してください。 

  あり 

  なし 

【21】 備考：自由：任意 3000 語 

  回答に際して補足事項等がありましたら本欄に記入してください。 

    

  令和 4 年度において 

【22】 令和 4 年度の会社全体の売上高（百万円）：択一：任意 

  業種を限定せず、貴社全体の売上高を選択してください。 

  0 

  ～10 

  ～50 

  ～70 

  ～100 

  ～240 

  ～500 

  ～700 

  ～900 

  ～1000 

  1001～ 

【23】 令和 4 年度の会社全体で常時使用した従業員数（人）：択一：任意 

  
・業種を限定せず、常時使用する従業員数を選択してください。従業員数の詳細が分からない場合は、概ねの人数で

構いません。 

  ・「常時使用する従業員」の考え方は、別紙参考資料の「従業員について」をご参照ください。 

  0 

  ～5 

  ～10 

  ～20 



41  

  ～50 

  ～100 

  ～200 

  ～300 

  ～500 

  ～1000 

  1001～ 

【24】 令和 4 年度に、容器包装を使用して一般消費者向けに商品を販売しましたか？（通販等含む。）：択一：必須 

  ※すべて業務用に販売している場合は「なし」となります。 

  ※一部でも一般消費者に販売している場合は「あり」となります。 

  あり 

  なし 

  不明 

【25】 令和 4 年度に商品を販売した業種（前の回答がありの場合にお答えください）：複数：任意 9 個 

  
容器包装を使用して商品を販売した業種を別紙参考資料の表から選択して番号を選択してください。業種が複数ある

場合は、該当する番号をすべて選択してください。 

  1：食品製造業 

  2：清涼飲料製造業 

  3：茶・コーヒー製造業 

  4：肥料飼料製造業 

  5：農薬・動物用医薬製造業 

  6：卸売業 

  7：小売業 

  8：飲食店 

  9：その他の事業 

【26】 令和 4 年度に使用した容器包装の種類（前の回答がありの場合にお答えください）：複数：任意 1 個 

  
・販売した商品に使用した「容器」や「包装」の種類を選択してください。使用した容器包装が複数ある場合は、該

当するものをすべて選択してください。 

  ・素材別の容器包装の例は、別紙参考資料の図をご参照ください。 

  ガラス製の容器 

  紙製容器包装 

  PET ボトル 

  プラスチック製容器包装 

【27】 令和 4 年度の受託の有無（前の回答がありの場合にお答えください）：択一：任意 

  販売した商品がすべて他社から受託したものである場合はありを選択してください。 

  あり 

  なし 

【28】 備考：自由：任意 3000 語 

  回答に際して補足事項等がありましたら本欄に記入してください。 
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  令和 5 年度において 

【29】 令和 5 年度の会社全体の売上高（百万円）：択一：任意 

  業種を限定せず、貴社全体の売上高を選択してください。 

  0 

  ～10 

  ～50 

  ～70 

  ～100 

  ～240 

  ～500 

  ～700 

  ～900 

  ～1000 

  1001～ 

【30】 令和 5 年度の会社全体で常時使用した従業員数（人）：択一：任意 

  
・業種を限定せず、常時使用する従業員数を選択してください。従業員数の詳細が分からない場合は、概ねの人数で

構いません。 

  ・「常時使用する従業員」の考え方は、別紙参考資料の「従業員について」をご参照ください。 

  0 

  ～5 

  ～10 

  ～20 

  ～50 

  ～100 

  ～200 

  ～300 

  ～500 

  ～1000 

  1001～ 

【31】 令和 5 年度に、容器包装を使用して一般消費者向けに商品を販売しましたか？（通販等含む。）：択一：必須 

  ※すべて業務用に販売している場合は「なし」となります。 

  ※一部でも一般消費者に販売している場合は「あり」となります。 

  あり 

  なし 

  不明 

【32】 令和 5 年度に商品を販売した業種（前の回答がありの場合にお答えください）：複数：任意 9 個 

  
容器包装を使用して商品を販売した業種を別紙参考資料の表から選択して番号を選択してください。業種が複数ある

場合は、該当する番号をすべて選択してください。 

  1：食品製造業 

  2：清涼飲料製造業 



43  

  3：茶・コーヒー製造業 

  4：肥料飼料製造業 

  5：農薬・動物用医薬製造業 

  6：卸売業 

  7：小売業 

  8：飲食店 

  9：その他の事業 

【33】 令和 5 年度に使用した容器包装の種類（前の回答がありの場合にお答えください）：複数：任意 1 個 

  
・販売した商品に使用した「容器」や「包装」の種類を選択してください。使用した容器包装が複数ある場合は、該

当するものをすべて選択してください。 

  ・素材別の容器包装の例は、別紙参考資料の図をご参照ください。 

  ガラス製の容器 

  紙製容器包装 

  PET ボトル 

  プラスチック製容器包装 

【34】 令和 5 年度の受託の有無（前の回答がありの場合にお答えください）：択一：任意 

  販売した商品がすべて他社から受託したものである場合はありを選択してください。 

  あり 

  なし 

【35】 備考：自由：任意 3000 語 

  回答に際して補足事項等がありましたら本欄に記入してください。 

    

  令和 6 年度において 

【36】 令和 6 年度の会社全体の売上高（百万円）：択一：任意 

  業種を限定せず、貴社全体の売上高を選択してください。 

  0 

  ～10 

  ～50 

  ～70 

  ～100 

  ～240 

  ～500 

  ～700 

  ～900 

  ～1000 

  1001～ 

【37】 令和 6 年度の会社全体で常時使用した従業員数（人）：択一：任意 

  
・業種を限定せず、常時使用する従業員数を選択してください。従業員数の詳細が分からない場合は、概ねの人数で

構いません。 

  ・「常時使用する従業員」の考え方は、別紙参考資料の「従業員について」をご参照ください。 
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  0 

  ～5 

  ～10 

  ～20 

  ～50 

  ～100 

  ～200 

  ～300 

  ～500 

  ～1000 

  1001～ 

【38】 令和 6 年度に、容器包装を使用して一般消費者向けに商品を販売しましたか？（通販等含む。）：択一：必須 

  ※すべて業務用に販売している場合は「なし」となります。 

  ※一部でも一般消費者に販売している場合は「あり」となります。 

  あり 

  なし 

  不明 

【39】 令和 6 年度に商品を販売した業種（前の回答がありの場合にお答えください）：複数：任意 9 個 

  
容器包装を使用して商品を販売した業種を別紙参考資料の表から選択して番号を選択してください。業種が複数ある

場合は、該当する番号をすべて選択してください。 

  1：食品製造業 

  2：清涼飲料製造業 

  3：茶・コーヒー製造業 

  4：肥料飼料製造業 

  5：農薬・動物用医薬製造業 

  6：卸売業 

  7：小売業 

  8：飲食店 

  9：その他の事業 

【40】 令和 6 年度に使用した容器包装の種類（前の回答がありの場合にお答えください）：複数：任意 1 個 

  
・販売した商品に使用した「容器」や「包装」の種類を選択してください。使用した容器包装が複数ある場合は、該

当するものをすべて選択してください。 

  ・素材別の容器包装の例は、別紙参考資料の図をご参照ください。 

  ガラス製の容器 

  紙製容器包装 

  PET ボトル 

  プラスチック製容器包装 

【41】 令和 6 年度の受託の有無（前の回答がありの場合にお答えください）：択一：任意 

  販売した商品がすべて他社から受託したものである場合はありを選択してください。 

  あり 
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  なし 

【42】 備考：自由：任意 3000 語 

  回答に際して補足事項等がありましたら本欄に記入してください。 

    

  令和 7 年度において 

【43】 令和 7 年度の会社全体の売上高（百万円）：択一：任意 

  業種を限定せず、貴社全体の売上高を選択してください。 

  0 

  ～10 

  ～50 

  ～70 

  ～100 

  ～240 

  ～500 

  ～700 

  ～900 

  ～1000 

  1001～ 

【44】 令和 7 年度の会社全体で常時使用した従業員数（人）：択一：任意 

  
・業種を限定せず、常時使用する従業員数を選択してください。従業員数の詳細が分からない場合は、概ねの人数で

構いません。 

  ・「常時使用する従業員」の考え方は、別紙参考資料の「従業員について」をご参照ください。 

  0 

  ～5 

  ～10 

  ～20 

  ～50 

  ～100 

  ～200 

  ～300 

  ～500 

  ～1000 

  1001～ 

【45】 令和 7 年度に、容器包装を使用して一般消費者向けに商品を販売しましたか？（通販等含む。）：択一：必須 

  ※すべて業務用に販売している場合は「なし」となります。 

  ※一部でも一般消費者に販売している場合は「あり」となります。 

  あり 

  なし 

  不明 

【46】 令和 7 年度に商品を販売した業種（前の回答がありの場合にお答えください）：複数：任意 9 個 
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容器包装を使用して商品を販売した業種を別紙参考資料の表から選択して番号を選択してください。業種が複数ある

場合は、該当する番号をすべて記入してください。 

  1：食品製造業 

  2：清涼飲料製造業 

  3：茶・コーヒー製造業 

  4：肥料飼料製造業 

  5：農薬・動物用医薬製造業 

  6：卸売業 

  7：小売業 

  8：飲食店 

  9：その他の事業 

【47】 令和 7 年度に使用した容器包装の種類（前の回答がありの場合にお答えください）：複数：任意 1 個 

  
・販売した商品に使用した「容器」や「包装」の種類を選択してください。使用した容器包装が複数ある場合は、該

当するものをすべて選択してください。 

  ・素材別の容器包装の例は、別紙参考資料の図をご参照ください。 

  ガラス製の容器 

  紙製容器包装 

  PET ボトル 

  プラスチック製容器包装 

【48】 令和 7 年度の受託の有無（前の回答がありの場合にお答えください）：択一：任意 

  販売した商品がすべて他社から受託したものである場合はありを選択してください。 

  あり 

  なし 

【49】 備考：自由：任意 3000 語 

  回答に際して補足事項等がありましたら本欄に記入してください。 

【50】 メールでのアンケートのお願いの可否：択一：必須 

  今後、メールでアンケートのお願いを送信してよろしいでしょうか。 

  よろしければ"はい"を選択してください。 

  はい 

  いいえ 

【51】 メールアドレス：一行：任意：5～100 語 

  アンケートのお願いを受信するメールアドレスを入力して下さい。 
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ⅲ）別紙（その１） 
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ⅲ）別紙（その２） 
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3.2.3 電話による督促及びメール調査  
 

依頼状を発送後、WEBアンケートの回答が得られなかった補完調査対象事業者に対

し、電話による督促を行った。調査方法を以下に示す。 

なお、調査にあたっては、3.2.1 章で抽出した補完調査対象事業者をEXCELファイ

ルで一元管理した。WEBアンケートサイトにログインできない場合、担当者のメール

アドレスを聞き取り、回答シートをメールで送付した。 

 

＜電話調査スクリプト＞ 

“私、農林水産省からの委託を受けて、容器包装リサイクルに関する調査を行

っております、株式会社アビーの＜オペレータ名＞と申します。 

お送りいたしました依頼状につきまして、現在のところご回答の確認の取れて

いない事業者様に確認のお電話をさせていただきました。 

依頼状はお手元に届いていますでしょうか？“ 

※担当者不在の場合、電話の受け手に依頼状の確認と回答を依頼する。 
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3.3 補完調査結果 

容器包装リサイクル法に関する補完調査の回答結果を表 3-12 に、業種別を表 

3-13 に、農政局業種別を表 3-14 に示す。 

容器包装の使用の有無が把握できた回答を有効回答とし、有効回答数は1,107件

（回答率28.07%）であった。うち容器包装使用ありが596件、容器包装使用無しが 

505件、不明が5件であった。 

 
表 3-12 容器包装リサイクル法に関する補完調査の回答結果 

農政局等 送付数 

有効回答       
回答

拒否 

廃業等

対象外 
回答率 

WEB メール 容器包装使用あり 容器包装使用無し 

北海道 185 70 0 37 33 0 3 38.46% 

東北 320 91 0 54 37 3 5 28.89% 

関東(東京) 387 146 0 70 70 6 10 37.14% 

関東(東京以外) 930 272 0 150 122 6 20 29.89% 

北陸 147 28 0 17 11 0 7 20.00% 

東海 374 82 0 39 43 3 9 22.47% 

近畿 856 195 0 101 94 1 11 23.08% 

中四国 284 81 1 51 31 0 5 29.39% 

九州 448 121 0 69 52 2 7 27.44% 

沖縄 69 20 0 8 12 0 0 28.99% 

合計 4,000 1,106 1 596 505 21 77 28.07% 

 
表 3-13 業種別の容器包装リサイクル法に関する補完調査の回答結果 

業種 送付数  

有効回答       
回答

拒否 

廃業等

対象外 
回答率 

WEB メール 容器包装使用あり 容器包装使用無し 

製造業 1,872 525 0 291 228 7 17 27.98% 

商業・サービス業 2,128 581 1 305 277 14 60 28.14% 

合計 4,000 1,106 1 596 505 21 77 28.07% 
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表 3-14 農政局業種別の容器包装リサイクル法に関する補完調査の回答結果 

農政局等 業種 送付数 

有効回答       
回答

拒否 

廃業等

対象外 
回答率 

WEB メール 
容器包装

使用あり 

容器包装

使用無し 

北海道 製造業 93 35 0 19 16 0 1 38.04% 

  商業・サービス業 92 35 0 18 17 0 2 38.89% 

  計 185 70 0 37 33 0 3 38.46% 

東北 製造業 178 49 0 27 22 0 0 27.53% 

  商業・サービス業 142 42 0 27 15 3 5 30.66% 

 計 320 91 0 54 37 3 5 28.89% 

関東 製造業 162 52 0 26 20 2 2 28.75% 

(東京) 商業・サービス業 225 94 0 44 50 4 8 43.32% 

 計 387 146 0 70 70 6 10 37.14% 

関東 製造業 496 139 0 77 62 3 5 28.31% 

(東京以外) 商業・サービス業 434 133 0 73 60 3 15 31.74% 

  計 930 272 0 150 122 6 20 29.89% 

北陸 製造業 84 15 0 10 5 0 1 18.07% 

  商業・サービス業 63 13 0 7 6 0 6 22.81% 

  計 147 28 0 17 11 0 7 20.00% 

東海 製造業 173 41 0 21 20 1 1 23.84% 

  商業・サービス業 201 41 0 18 23 2 8 21.24% 

  計 374 82 0 39 43 3 9 22.47% 

近畿 製造業 315 91 0 55 36 0 4 29.26% 

  商業・サービス業 541 104 0 46 58 1 7 19.48% 

  計 856 195 0 101 94 1 11 23.08% 

中四国 製造業 139 34 1 22 13 0 3 25.74% 

  商業・サービス業 145 47 0 29 18 0 2 32.87% 

  計 284 81 1 51 31 0 5 29.39% 

九州 製造業 205 61 0 32 29 1 0 29.76% 

  商業・サービス業 243 60 0 37 23 1 7 25.42% 

  計 448 121 0 69 52 2 7 27.44% 

沖縄 製造業 27 7 0 2 5 0 0 25.93% 

  商業・サービス業 42 13 0 6 7 0 0 30.95% 

 計 69 20 0 8 12 0 0 28.99% 

合計 4,000 1,106 1 596 505 21 77 28.07% 
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第４章 まとめ 

 

4.1 調査結果の回答内訳 

＜食品リサイクル法に関する調査結果の回答内訳＞ 

補完調査の総発送数（4,000 件）に対して、有効回答を得た 1,092 件の回答

内訳を図 4-1、図 4-2、図 4-3、図 4-4 に示す。 

まず「食品廃棄物等の年間発生量」の内訳は、100 トンを超えるのが 3%、100 

トン未満が 63%、発生なしが 25%、不明が 9%であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1 食品廃棄物等の年間発生量の回答内訳 

次に「食品廃棄物等のリサイクルの取り組み」の内訳は、リサイクルに取り

組んでいるが 50%、リサイクルに取り組んでいないが 50%であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-2 食品廃棄物等のリサイクルの取り組みの回答内訳 
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食品廃棄物等のリサイクルに取り組んでいる方で、「何にリサイクルして

いるか」の内訳は、飼料が 25%、肥料が 21%、油脂及び油脂製品が 15%、メタ

ンが8%、エタノールが 2%、その他のものが 21%、不明が 8%であった。（複数

選択可能） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-3 何にリサイクルしているかの回答内訳 

（リサイクルに取り組んでいる場合） 

 
食品廃棄物等のリサイクルに取り組んでいない方で、「取り組まない理由に

ついて」の内訳は、分別が困難が 26%、リサイクル意識が低いが21%、周辺にリ

サイクル業者がいないが 21%、リサイクル料金が高いが16%、その他が16%であ

った（複数選択可能）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-4 取り組まない理由の回答内訳 

（リサイクルに取り組んでいない場合） 
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＜容器包装リサイクル法に関する調査結果の回答内訳＞ 

補完調査の総発送数（4,000 件）に対して、有効回答を得た 1,107 件の回答

内訳を図 4-5、図 4-6 に示す。 

 
「容器包装を使用して一般消費者向けに商品を販売したか」の内訳は、容器

包装の使用ありが 54%、容器包装の使用なしが 46%、不明が 0%であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-5 容器包装の使用有無の回答内訳 

（一般消費者向けの商品販売 ※通販含む） 

 
「容器包装の使用あり」の場合、使用した容器包装の種類は、プラスチック製

容器包装が 29%、PET ボトルが 29%、紙製容器包装が 24%、ガラス製の容器が 18%

であった。（複数選択可能） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-6 使用した容器包装の種類の回答内訳 
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4.2 今後の調査の課題 

 

＜補完調査における問い合わせの内訳＞ 

補完調査における、送付事業者からの電話での問い合わせ件数は、食品リサイク

ル法で20件、容器包装リサイクル法で18件であった。 

廃業等のお知らせ以外で、主な問い合わせ内容を表 4-1 に示す。 

 
表 4-1 主な問い合わせ内容 

食品リサイクル問い合せ内容 

回答は義務か？ 

→任意のお願いである旨を案内 

ログインにおけるパスワードが分からない 

→ログイン画面に記載がある旨を案内 

ログイン画面にたどり着かない 

→QRコードやURLの値を検索するのではなく、ブラウザにアクセス先

アドレスとして入力するように案内 

容器包装リサイクル問い合せ内容 

回答は義務か？ 

→任意のお願いである旨を案内 

ログインにおけるパスワードが分からない 

→ログイン画面に記載がある旨を案内 

ログイン画面にたどり着かない 

→QRコードやURLの値を検索するのではなく、ブラウザにアクセス先

アドレスとして入力するように案内 

毎年、農林水産省・経済産業省で実施している「容器包装利用・製造

等実態調査」とは別の調査か 

→ 別の調査である旨を回答 
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＜宛先不明の戻り郵便・電話不通＞ 

補完調査における、宛先不明での戻り郵便と電話不通事業者の数を表 4-2 に

示す。 

 
表 4-2 宛先不明の戻り郵便・電話不通事業者数 

 送付数 宛先不明の戻り 架電数 電話不通 

食品リサイクル 4,000 160 4.00% 1,022 163 15.95% 

容器包装リサイクル 4,000 228 5.70% 1,887 198 10.49% 

計 8,000 388 4.85% 2,909 361 12.41% 

 
補完調査前に事業者の廃業情報を入手し、事業者データベースに反映させ 

た。それでも、食品リサイクル法の調査においては、宛先不明で戻ってきた事

業者が、160件（依頼状の送付数に対して 4.00%）、電話不通の事業者が、163

件（架電総数に対して 15.95%）あった。また容器包装リサイクル法の補完調

査においては、宛先不明で戻ってきた事業者が、228件（依頼状の送付数に対

して 5.70%）、電話不通の事業者が、198件（架電総数に対して 10.49%）あっ

た。 

直近の調査実施事業者を除外し、5 年以上前や未実施のデータから対象事業

者を抽出しているため、ある程度の不達・不通が生じることは予想できたが、

今後も継続的にデータクレンジングサービス等を活用し、事業者の会社情報

（基礎データ等）を、できるだけ正確な最新情報に更新することを検討すべき

かと思う。 

 
＜実施方法の改善と新たな課題＞ 

効率的かつ回答率の高い調査を実施するため、WEBを利用した回答方法を導

入したところ、以下の効果が得られた。 

１．迅速な回答及び回答内容の入手と集計作業の効率化 

２．デジタルデータでの回答による誤字脱字の回避 

３．郵送費の削減 

しかし、以下の課題も見いだせた。改善策と併せて記載する。 

１．PCの操作に不慣れな回答者が一定数存在し、QRコードの読み取りやURL

の入力が困難。 

２．ログイン画面のパスワードに関する問合せが多く、回答者が円滑にＷＥ

Ｂアンケートサイトにアクセスできない状況が生じた。表記ゆれ（パスワード

とPassword）が存在していたことが混乱の要因となった。 

３．ＷＥＢアンケートサイトの信憑性が十分に担保されていない可能性があ

り、その結果、回答率が低くとどまったものと考えられるので、アンケート受
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領者が安心してアクセスできるよう配慮した調査票の送付方法を検討する必要

がある。。 
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4.3 今後の展開（容器包装リサイクル法の次年度以降の調査対象事業者数） 
 

令和６年度に整理した「令和７年度以降の調査対象事業者（8,591件）」か

ら、令和７年度に実施した容器包装リサイクル法に関する補完調査数（4,000

件）のうち、有効回答のあった事業者（有効回答1,106件のうち73件）を差し引

いた事業者数を令和８年度以降の調査対象事業者として整理した。 

令和８年度以降の対象事業者数は8,518件が考えられる。詳細を表 4-3 に示

す。 

 
表 4-3 令和８年度以降の容器包装品リサイクル法調査対象事業者数 

農政局等 

事業者デー

タベース登

録事業者 

  
R7 年 度 以

降 の 調 査

対 象 事 業

者(R6事業

で整理) 

 

R8年度以降

の調査対象

事業者 

容リ過去調査

実施、点検指

導、特定事業

者、合併廃 

業等の事業者 

R7年度補完

調査実施事

業者 

うちR7年度

補完調査実

施事業者の

うち有効回

答 

北海道 14,212 13,283 185 760 4 756 

東北 16,986 15,845 320 829 1 828 

関東(東京) 26,541 24,879 387 1,291 2 1289 

関東(東京以外) 42,017 38,843 930 2,331 56 2275 

北陸 12,912 12,210 147 556 0 556 

東海 14,919 14,317 374 229 0 229 

近畿 25,698 24,045 856 800 0 800 

中四国 24,817 23,477 284 1,074 9 1065 

九州 24,755 23,678 448 637 0 637 

沖縄 2,733 2,584 69 84 1 83 

合計 205,590 193,161 4,000 8,591 73 8,518 

 
 

 

以上 
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令和７年度食品産業リサイクル状況等調査委託事業 

（事業者データベース整備及び補完調査等）調査報告書 

 

 
令和８年３月 

株式会社アビー 


